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○内子町自然環境等と再生可能エネルギー発電事業との調和に関する条

例施行規則 

令和５年３月28日 

規則第17号 

（趣旨） 

第１条 この規則は、内子町自然環境等と再生可能エネルギー発電事業との調

和に関する条例（令和５年内子町条例第６号。以下「条例」という。）の施

行に関し必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この規則において使用する用語は、条例において使用する用語の例に

よる。 

（抑制区域） 

第３条 条例第９条第１項の規定による抑制区域は、別表第１に掲げる区域と

する。 

（事前協議） 

第４条 条例第10条の規定による事前協議を行おうとする者は、再生可能エネ

ルギー発電事業に関する事前協議申請書（様式第１号）を町長に提出しなけ

ればならない。 

２ 前項の規定による事前協議申請書には、別表第２に掲げる書類を添付しな

ければならない。ただし、当該事前協議に係る事業計画に応じて、その必要

性がないと認められるときは、これらの図書又は当該図書に明示すべき事項

の一部を省略することができる。 

（事業計画の届出） 

第５条 条例第12条第１項の規定による届出は、再生可能エネルギー発電に関

する事業計画書（様式第４号）に次に掲げる書類を添付して行わなければな

らない。 

（１） 別表第２に掲げる書類 

（２） 確約書（様式第５号） 

（３） 地域住民等への周知に係る措置の報告書（様式第６号） 
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（４） 土地所有者等の承諾書（様式第７号） 

（５） 前各号に掲げるもののほか、町長が必要と認める書類 

２ 条例第12条第２項の規定による届出は、再生可能エネルギー発電事業計画

変更届出書（様式第８号）に前項各号に掲げる書類のうち変更に係る書類を

添付して行うものとする。 

３ 前２項の規定による届出においては、正副各１通を町長に提出しなければ

ならない。 

（同意等） 

第６条 町長は、条例第13条の規定による同意の可否を決定したときは、再生

可能エネルギー発電事業（変更）同意通知書（様式第９号）又は再生可能エ

ネルギー発電事業（変更）不同意通知書（様式第10号）により当該事業者に

通知するものとする。 

（同意の基準等） 

第７条 条例第14条第１項の規則で定める基準は、次の各号のいずれにも該当

することとする。 

（１） 事業計画が、国が定める基準（「事業計画策定ガイドライン」（平

成29年３月資源エネルギー庁策定）及び「太陽光発電の環境配慮ガイドラ

イン」（令和２年３月環境省策定）をいう。）を遵守したものであること。 

（２） 条例第12条第１項又は第２項の規定による届出をした者（当該届出

をした者が法人である場合にあっては、その役員（業務を執行する社員、

取締役、執行役又はこれらに準ずる者をいい、相談役、顧問その他いかな

る名称を有する者であるかを問わず、法人に対し業務を執行する社員、取

締役、執行役又はこれらに準ずる者と同等以上の支配力を有するものと認

められる者を含む。））又は当該届出に係る工務施工者が、内子町暴力団

排除条例（平成23年内子町条例第25号）第２条第３号の規定による暴力団

員等又は同条第１号の規定による暴力団若しくは暴力団員等と密接な関係

を有する者でないこと。 

２ 条例第14条第２項の規定による通知は、変更通知書（様式第11号）により

行うものとする。 
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（工事の着手等の届出） 

第８条 条例第15条の規定による工事の着手の届出は、工事着手届出書（様式

第12号）により行うものとする。 

２ 条例第15条の規定による工事の完了の届出は、工事完了届出書（様式第13

号）により行うものとする。 

３ 条例第15条の規定による工事の中止又は再開の届出は、工事中止・再開届

出書（様式第14号）により行うものとする。 

（事業者変更の届出） 

第９条 条例第16条の規定による届出は、事業者変更届出書（様式第15号）に

より行うものとする。 

（廃止の届出） 

第10条 条例第17条の規定による届出は、事業廃止届出書（様式第16号）によ

り行うものとする。 

（災害及び事故発生時の対応） 

第11条 条例第19条の規定による報告は、再生可能エネルギー発電事業等状況

報告書（自然災害、人的災害等の非常事態発生時）（様式第17号）により行

うものとする。 

（身分証明書） 

第12条 条例第20条第２項の規定による証明書は、身分証明書（様式第18号）

とする。 

（指導、助言及び勧告） 

第13条 条例第21条第１項の規定による指導及び助言は、再生可能エネルギー

発電事業指導・助言通知書（様式第19号）により行うものとする。 

２ 条例第21条第２項の規定による勧告は、再生可能エネルギー発電事業勧告

書（様式第20号）により行うものとする。 

（公表） 

第14条 条例第22条第１項の規定による公表は、内子町公告式条例（平成17年

内子町条例第４号）の規定による掲示その他町長が適当と認める方法による

ものとする。 
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２ 条例第22条第２項の規定による通知は、意見を述べる機会の付与通知書（様

式第21号）により行うものとする。 

３ 前項の規定による通知を受けた事業者は、意見を述べるときは、公表に関

する意見書（様式第22号）を町長に提出する方法により意見を述べるものと

する。 

附 則 

この規則は、令和５年４月１日から施行する。 

別表第１（第３条関係） 

抑制区域 根拠法令等 

地すべり防止区域 地すべり等防止法（昭和33年法律第30号）第3

条第1項の地すべり防止区域 

急傾斜地崩壊危険区域 急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法

律（昭和44年法律第57号）第3条第1項の急傾

斜地崩壊危険区域 

土砂災害警戒区域及び土砂災害特

別警戒区域 

土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対

策の推進に関する法律（平成12年法律第57号）

第7条第1項の土砂災害警戒区域及び同法第9

条第1項の土砂災害特別警戒区域 

砂防指定地 砂防法（明治30年法律第29号）第2条の規定に

より指定された土地 

地域森林計画の対象とする森林の

区域及び保安林 

森林法（昭和26年法律第249号）第5条第2項第

1号に規定する地域森林計画の区域及び同法

第25条第1項の保安林 

鳥獣保護区 鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関

する法律（平成14年法律第88号）第28条第1

項に規定する鳥獣保護区 

指定文化財の所在する区域 

史跡名勝天然記念物の指定地 

文化財保護法（昭和25年法律第214号）、愛媛

県文化財保護条例（昭和32年愛媛県条例第11
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号）又は内子町文化財保護条例（平成17年内

子町条例第122号）の規定による有形文化財

（建造物）、史跡名勝天然記念物若しくは埋

蔵文化財包蔵地が所在する土地又は伝統的建

造物群保存地区 

自然公園区域 自然公園法（昭和32年法律第161号）第2条第3

号の国定公園及び同条第4号の県立自然公園 

自然環境保全地域 自然環境保全法（昭和47年法律第85号）第45

条第1項の県自然環境保全地域 

愛媛県自然環境保全条例（昭和48年愛媛県条

例第32号）第18条第1項の愛媛県自然環境保全

地域 

農業振興地域内の農用地区域 

（営農型太陽光発電事業を除く。） 

農業振興地域の整備に関する法律（昭和44年

法律第58号）第8条第2項第1号の農用地区域 

都市計画区域 都市計画法（昭和43年法律第100号）第9条第1

項から第8項までに規定する各種の住居専用

地域又は住居地域に該当する区域 

河川区域及び河川保全区域 河川法（昭和39年法律第167号）第6条第1項の

河川区域及び同法第54条第1項の河川保全区

域 

景観地区 内子町景観まちづくり条例（平成20年内子町

条例第29号）第10条第1項の景観計画重点区域 

その他 町長が必要と認める区域 

別表第２（第４条及び第５条関係） 

（1） 維持管理に関する計画書（様式第2号） 

（2） 撤去及び処分に関する計画書（様式第3号） 

（3） 法人の登記事項証明書（事業者が法人の場合に限る。） 

（4） 事業者の代表者の住民票抄本（事業者は法人の場合を除く。） 
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（5） 事業区域の位置図及び現況写真 

（6） 事業区域全域の公図の写し 

（7） 土地利用計画図（平面図（縮尺1000分の1以上のもの）） 

（8） 土地造成計画図（平面図、縦断図及び横断図） 

（9） 工作物設計図（平面図、立面図及び断面図） 

（10） 計画平面図及び計画縦断面図 

（11） 排水施設計画構造図 

（12） 工事工程表 

（13） 土地等の登記事項証明書（写し） 

（14） 事業区域内土地所有者等一覧 

（15） 地域住民等への周知の実施計画の概要 

（16） その他町長が必要と認める書類 
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様式第１号（第４条関係） 

様式第２号（第４条及び第５条関係） 

様式第３号（第４条及び第５条関係） 

様式第４号（第５条関係） 

様式第５号（第５条関係） 

様式第６号（第５条関係） 

様式第７号（第５条関係） 

様式第８号（第５条関係） 

様式第９号（第６条関係） 

様式第10号（第６条関係） 

様式第11号（第７条関係） 

様式第12号（第８条関係） 

様式第13号（第８条関係） 

様式第14号（第８条関係） 

様式第15号（第９条関係） 

様式第16号（第10条関係） 

様式第17号（第11条関係） 

様式第18号（第12条関係） 

様式第19号（第13条関係） 

様式第20号（第13条関係） 

様式第21号（第14条関係） 

様式第22号（第14条関係） 

 


